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愛知県基幹的広域防災拠点整備等事業（第１期・消防学校） 

実施方針の概要 

 

１ 特定事業の選定に関する事項 P1～P8 

（１）事業目的 

・県では、大規模災害時に、全国からの救出救助部隊や緊急支援物資等を円滑に受け入

れ、被災地や避難所へ迅速かつ的確に供給する「愛知県基幹的広域防災拠点」の整備

を進めることとした。 

・このうち、第１期として消防学校の整備・運営（学校教育の運営を除く。）を行うに

あたり、事業者のノウハウや技術力等を最大限に活用することを目的としてＰＦＩを

導入することとし、施設の設計・建設と運営・維持管理を一体に行うことにより、政

策目標の実現、サービス水準の向上、及びライフサイクルコストの削減を実現すると

ともに、再生可能エネルギーの導入等により、カーボンニュートラルへの対応や SDGs

（持続可能な開発目標）を達成するものとします。 

 

（２）事業方式 

ＰＦＩ法に基づくＢＴＯ方式（サービス購入型） 

・事業者が自らの提案をもとに消防学校の設計・建設を行った後、県に消防学校の所有

権を移転し、特定事業契約書に示される内容の運営、維持管理及び任意事業を行う方

式（ＢＴＯ(Build Transfer Operate)方式）により実施する。 

 

（３）対象施設 

消防学校施設 

 

（４）事業範囲（①～⑦は特定事業） 

①統括マネジメント業務（統括管理業務、総務・経理業務、コストマネジメント業務） 

②設計及び建設業務 

③開校準備業務（運営・維持管理業務の準備業務、災害時等対応マニュアル作成業務

等） 

④運営業務（食堂運営業務、防災啓発・人材育成関連運営支援業務※、防災ビジネス等

運営支援業務※ 等） 

※必須とせず任意提案とする。 

⑤維持管理業務（建築物保守管理業務、設備保守管理業務、什器・備品保守管理業務

等） 

⑥県が行う業務との調整・協力 

⑦豊山町が行う業務との調整・協力 

⑧任意事業  
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図表１ 本事業の運営主体の概要 

対象施設 

平常運用時 拠点運用時 

県 事業者 県 
事業者 

※２，３ 

消防学校 

管理・教育棟 

グラウンド 

各種訓練棟 

○  ○  

宿泊棟 〇 ○※１ ○ ○※４ 

教育棟 
〇 

支援 

（任意提案） 
○  

※１）宿泊棟のうち宿舎についての運営（学生等管理）は、県で行うこととし、食堂の運営は、事業者で行う

こととします。 

※２）拠点運用時の初動点検については、計画地内の建築物、設備、外構施設を対象とする。また、事業者は、

建物被害の発生を確認した場合は、速やかに県への報告を行い、県の指示により、応急復旧対応を行う。 

※３）拠点運用時の維持管理業務については、計画地内の建築物、設備、外構施設を対象とし、事業者は、原

則維持管理業務を継続することとする。 

※４）県が防災拠点（拠点運用時モード）として使用すると意思決定した後は、防災活動従事者の休息・宿泊

施設として利用することを想定している。事業者は、県の指示のもと、可能な範囲で、災害活動従事者

向けの食堂の業務を実施することとする。 

 

（５）事業期間 

設 計 ・ 建 設 期 間：2026 年１月から 2029 年３月まで（３年３ヶ月） 

運営・維持管理期間：2029 年４月から 2049 年３月まで（20 年） 

 

（６）事業者の収入及び費用に関する事項 

ア サービス購入料 

・県は、特定事業を行う対価として、サービス購入料を支払う。 

・サービス購入料全体の上限額は約 163 億円を想定している。 

ａ 設計・建設費に係るサービス購入料 

・県は、本事業における設計・建設費等（開校準備費含む。）相当額（以下、「設計・

建設費等」という。）として、施設完成後、県に引き渡される際に、出来高部分の

額について事業者へ支払う。 

ｂ 運営・維持管理に係るサービス購入料 

・県は、本事業における運営・維持管理費等相当額として、毎四半期に、特定事業

契約書に定める額について、特定事業契約に定める手続に従い支払う。 

・光熱水費については、県の負担とする（食堂運営を除く。）。 

イ 任意事業 

・事業者が自らの責任及び費用負担において、特定事業に連携した業務を実施できる

ことを想定。 
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２ 事業者の募集及び選定に関する事項 P9～P17 

（１）事業者の募集及び選定方法 

・地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 10 の２第３項に基づく、総

合評価一般競争入札方式を採用する（本事業はＷＴО政府調達協定の対象事業であ

る。） 

 

（２）選定の手順及びスケジュール 

年月日（予定） 内 容 

2025 年２月 

2025 年３月 

2025 年３月 

2025 年３月 

2025 年４月 

2025 年５月・６月 

 

2025 年６月 

2025 年８月 

2025 年９月 

2025 年 10 月 

2025 年 11 月 

2025 年 12 月 

入札公告、入札説明書等の公表 

入札説明書等に関する説明会、質問の受付 

入札説明書等に関する質問回答の公表 

参加表明書の受付、参加資格の確認 

資格審査結果の通知 

入札説明書等に関する個別対話（１回目） 

入札説明書等に関する個別対話（２回目） 

個別対話に関する回答の公表 

事業提案書の締め切り 

落札者の決定及び公表 

基本協定の締結 

事業者との特定事業仮契約の締結 

事業者との特定事業契約の締結 

 

（３）応募者等の参加・資格要件 

・応募企業又は応募グループの構成員及び協力企業は、参加表明書及び参加資格確認に

必要な書類の提出期限において、所定の参加要件を満たすものとする。 

・応募企業、応募グループの各構成員又は協力企業は、他の応募企業、応募グループの

構成員又は協力企業として参加できないものとする。 

・応募者は、参加表明書において、本事業に係る業務に携わる応募企業、応募グループ

の各構成員又は協力会社の企業名及び携わる業務を明記するものとする。 

・応募グループで申し込む場合は、参加表明書の提出時に代表企業を定めるとともに明

記し、必ず代表企業が応募手続きを行うものとする。 

 

３ 事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施等の確保に関する事項 

P18～P19 

（１）リスク分担の考え方 

・対象施設の設計、建設、運営及び維持管理上の責任は、原則として事業者が負う。 

ただし、県が責任を負うべき合理的な理由がある事項については、県が責任を負う。 
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（２）事業の実施状況についてのモニタリングに関する事項 

・県は、事業者が特定事業契約書に定められた業務を確実に遂行し、業務要求水準が達

成されているかを確認するとともに、事業者の財務状況を把握するため、監視、測定

や評価等のモニタリングを行う。 

・県は、モニタリングを行う上で意見を取り入れるため、消防学校を共同設置する名古

屋市と会議体を設置し、必要に応じ事業者の出席を求めることができる。 

 

４ 公共施設の立地並びに規模及び配置に関する事項 P20～P21 

（１）立地条件に関する事項（図表２ 計画地の立地条件等の概要 参照） 

・計画地は「豊山町青山地区」に位置する約 6.1ha の民有地及び豊山町有地である。 

・民有地は県が 2022 年度後半から買収に着手し、2025 年度内に買収完了させる予定で

ある。 

 

（２）対象施設の建設及び運営・維持管理に関する事項 

・本事業の対象施設等の詳細については、入札説明書等公表時において示す。 

 

（３）土地に関する事項 

・特定事業契約締結後、県は用地引渡しに関する計画、事業者は設計・建設に関する計

画を定め、県による用地買収等の進捗に応じて、事業者はあらかじめ特定事業契約書

に定めた計画の調整の枠組みに従い、2028 年度末完成に向けて業務を遂行する。 

 

（４）関係法令に関する事項 

・本事業の対象施設を建設するにあたり、必要な許可手続き等については、事業者が自

らの責任と負担で行うことを想定しており、詳細については、入札説明書等公表時に

おいて示す。 

 

【図表２ 計画地の立地条件等の概要】 

項目 概要 位置図 

所在地 豊山町大字青山神明周辺 
 

面積 
消防学校敷地面積： 

約 6.1ha（約 61,400 ㎡） 

用途地域 
指定なし 

（市街化調整区域） 

容積率/ 

建蔽率 
200%/60％ 

 


